
企画提案競技実施の掲示 

 

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。 

 

令和５年 12 月 18 日 

独立行政法人都市再生機構 

 総務部長 長濱 寿夫 

 

１ 業務の概要 

(1)  業務名称 

令和６年度企業広報等業務 

 (2)  業務の目的 

本業務は、長期にわたり継続的に独立行政法人都市再生機構（以下「当機構」という。）の

ブランド価値及び社会的認知の向上を図るため、さまざまな広報ツールやメディアを通じて、

当機構を解りやすく、かつ、親しみやすく広報を行うことにより、広く当機構の業務に対す

る理解と共感を得、業務の円滑な推進に役立てることを主な目的とする。 

 (3)  業務内容 

長期にわたり継続的にブランド価値及び社会的認知の向上等を図るため、以下の業務を含

む効果的な広報業務の立案及びその実施である。 

・独自の広報企画の提案に係る業務 

・当機構の取組みをテレビ局、新聞、雑誌、インターネットを中心としたメディアに持ち

込むプロモート企画の検討・立案等 

 (4)  履行期間 

覚書交換日の翌日から令和９年５月 31日まで 

 

２ 参加資格 

企画提案書の提出者は、次に掲げる資格を満たしている者であること。 

(1)  令和５・６年度独立行政法人都市再生機構東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加資

格審査において、「役務提供」の資格を有すると認定されたものであること。 

(2) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95号）

第 331 条及び第 332 条の規定に該当しない者であること。 

(3)  当機構から本業務の実施場所を含む区域を措置対象区域とする指名停止を受けている期間

中でないこと。 

(4) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずるものでないこと。 

(5) 令和３年度以降に、以下の業務を受注し完了した実績を有すること。 

・ＴＶ、雑誌、インターネット、イベント等を活用した広報企画業務（ただし、広報誌の企

画編集業務は除く。） 

・テレビ局、新聞、雑誌、インターネット等におけるプロモート業務 

(6) 共同企業体の場合は、別添６のとおり。 

 



３ 企画提案書の提出者を選定するための基準 

(1) 業務拠点の所在 

(2) 実施体制 

(3) ２(5)記載の業務実績及びその取扱額 

 

４ 企画提案書を特定するための主な評価基準 

(1) 総合評価 

(2) 独自の広報企画提案 

(3) 効果的なプロモート業務提案 

(4) 効果検証手法 

 

５ 手続き等 

(1) 担当部等 

   〒231-8315 神奈川県横浜市中区本町六丁目 50 番地 1 横浜アイランドタワー 

   独立行政法人都市再生機構 総務部会計課（受付５階） 

   電話：045-650-0189 

(2)  企画提案競技説明書の交付期間、場所及び方法 

①  交付期間 

令和５年 12 月 18 日（月）から令和６年１月 15日（月）まで 

②  交付場所 

当機構ホームページからのダウンロードによる。 

(3)  参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法 

①  提出期限   令和６年１月 15 日（月） 午後５時   

②  提出場所   〒231-8315 神奈川県横浜市中区本町六丁目 50 番地 1  

横浜アイランドタワー   

独立行政法人都市再生機構 広報室 広報課 

電話 045-650-0886 

③  提出方法   持参、郵送または電子メールとする。 

持参の場合は、あらかじめ上記提出場所に提出日時を連絡の上、内容を説明でき

る者が持参すること。 

郵送の場合は、書留郵便により発送することとし、提出期限までに必着のこと。 

電子メールの場合は、あらかじめ上記提出場所に電話にて電子メールによる旨を

連絡の上、指定のメールアドレスにＰＤＦ形式の資料を添付して送信し、上記提出

場所に資料の受け渡し及び開封の確認を提出期限までに行うこと。添付ファイルが

10 メガバイトを超える場合は、上記提出場所に電話にて連絡し、機構からの添付フ

ァイルの受け渡し方法の指定に従うこと。なお、セキュリティやシステム障害等に

より、提出期限までに資料の受け渡しができなかった場合の責を機構は負わない。 

(4)  企画提案書特定までの流れ 

① 当機構において参加表明書の提出者の参加資格について審査を行い、２に定める要件を

満たしかつ評価の合計点が高い者から順に５者（参加表明書を提出した者が５者に満たな



い場合は２に定める要件を満たした者）を企画提案書の提出者に選定する。 

② 企画提案書の提出者に選定された者のみ、企画提案書を提出することができる。 

※プレゼンテーション実施予定 

③ 当機構において、提出された企画提案書について評価を行い、最も優れた企画提案書１

件を特定する。 

 

６ その他 

(1)  手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(2)  契約書作成の要否   要 

(3)  関連情報を入手するための照会窓口   ５(3)に同じ 

(4)  ２(1)に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も５(3)により参加表明書を提出する

ことができるが、企画提案書を提出するためには、企画提案書の提出の時において、当該資

格の認定を受けていなければならない。 

(5)  詳細は企画提案競技説明書による。 

 

７ Summary 

⑴ Classification of the services to be procured:73 

⑵ Nature and quantity of the services to be required：Planning public relations and 

marketing (fiscal 2024) ,1 set 

⑶ Expected date of the contract award： 12 March 2024 

⑷ Reasons for the use single tendering  procedures as provided for in the Agreement 

on Government Procurement：b “Protection of Exclusive Rights” 

⑸ Contact point for the notice：IWAHANA TAKAHIKO Public Relations Division, Public 

Relations Office, Head Office, Urban Renaissance Agency, 6-50-1 Honcho, Naka-ku, 

Yokohama City, Kanagawa Pref. 231-8315, Japan TEL 045-650-0886 

 

以  上   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


